
Ｒ５　周南市

都 道 府 コード番号 　　 市 町 村 類 型 Ⅲ－2

ふりがな 種地

県　　名 市町村名 Ｉ－4

人口集中

地区人口

国  Ｒ2年 137,540 人 k㎡ 人 85,975人  区　分 第１次 第２次 第３次

 Ｈ27年 144,842 人 88,865人 就 2年

調  増加率 △5.0 ％ 656.29 210 91,253人 業 国調

住基  R6.1.1 136,179 人 27年

台帳  R5.1.1 138,104 人 (R5.10.1) 口 国調

　 区　　　　分 令和4年度 令和5年度 指 数 等 　指定団体等の指定状況

1 歳入総額  A 78,461,344 81,048,889  基準財政需要額 31,004,060 

2 歳出総額  B 74,670,369 76,885,574  基準財政収入額 24,568,610 

3 歳入歳出差引額(A-B)  C 3,790,975 4,163,315  標準税収入額等 31,491,036 　一部事務組合加入状況

4 翌年度繰越財源  D 381,867 424,160  標準財政規模 38,230,537 

5 実質収支      (C-D)  E 3,409,108 3,739,155 0.765(0.792)

6 単年度収支  F △516,362 330,047  実質収支比率 9.8% 

7 積立金  G 3,376,732 2,007,169  公債費負担比率 14.8% 

8 繰上償還金  H 0 0  積立金現在高 19,190,531 実質赤字比率 -

9 積立金取崩し額  I 1,914,425 2,454,640  地方債現在高 76,471,784 
連 結 実 質
赤 字 比 率 -

10 実質単年度収支  J  収益事業収入額 3,800,000 
実 質 公 債
費 比 率 9.2

 (F+G+H-I) 945,945 △117,424  債務負担行為額 33,078,131 将来負担比率 66.0

法 普通会計か

　　事　業　名 適 らの繰入金 職員数 　　特　　別　　職　　等

 水道事業 有 194,064 490,261 61 人 改定実施 平均給料(報

公  病院事業 有 130,968 446,111 3 人 職    区分　（定数） 年 月 日 酬)月額(百円)

営  介護老人保健事業 有 2,919 34,575 1 人 員  市長    　　　(１人) H27.4.1 9,700 

事  徳山モーターボート競走事業 有 23,929,919 0 17 人 の  副市長　 　　(１人) H27.4.1 7,900 

業  地方卸売市場事業 無 0 58,697 4 人 状  教育長　 　　(１人) H27.4.1 6,900 

の  下水道事業 有 142,413 1,633,196 44 人 況  議会議長　　(１人) H15.4.21 5,450 

状  農業集落排水事業 有 0 213,556 2 人 H15.4.21 4,750 

況  漁業集落排水事業 有 0 5,945 0 人 H16.4.1 4,450 

 駐車場事業 無 37,912 0 0 人 

 国民健康保険事業（事業勘定） 無 248,323 985,409 26 人 　　一　 般 　職 　員 　等

 国民健康保険事業（直診勘定） 無 0 48,228 3 人 1人あたり平均

 後期高齢者医療事業 無 73,642 572,279 6 人 給料月額（百円）

 介護保険事業（保険事業勘定） 無 490,060 1,961,952 11 人 1,173 人 3,264 

 介護保険事業(介護サービス事業勘定) 無 0 115 3 人 　 うち消防職員 204 人 3,218 

 宅地造成事業（決算統計区分） 無 0 0 0 人    うち技能労務職員 14 人 3,716 

 教育公務員 22 人 3,063 

 合  計 1,195 人 3,260 

 財政調整基金 5,814,479 　物件等購入 9,147,788 土地開発基金

   積立金  減債基金 1,602,505 　保証・補償  現　在　高 0 

   現在高  特定目的基金 　その他 23,930,343 特定資金公共

 (14基金設置) 11,773,547 　実質的なもの 事業債現在高 0

注） ・基準財政需要額及び基準財政収入額は、錯誤前の額である。

・公営事業の状況は、一部事務組合、広域連合及び企業団に係るものを除く。

・職員数は地方公務員給与実態調査(R6.4.1現在)による。

・構成比は四捨五入によっているので、端数において計は合致しないものがある。

債務負担

行為額・

支出予定

 一般職員

収支額
（純損益又は
実質収支）

 議会議員    (２８人)

 災害基金 ・ 自治会館管理

 老人福祉施設・生活保護施設

 ごみ処理 ・ 火葬場

 常備消防 ・ 後期高齢者医療

 交通災害

1,556人 

 

    職員数
 
　 区分

　財政力指数(単年)
　※一本算定数値

 議会副議長  (１人)

区　　　分

  地方拠点都市地域
　過疎 ・ 辺地 ・ 山振
　離島 ・ 農振

5年度交付税

種　地　区　分

39,431人 

2,043人 20,002人 42,243人 

19,391人 

令和5年度

決算状況

　　人　　　口 面　積 人口密度

352152

山 口 県

周　南　市

しゅうなんし

　　産　　業　　構　　造

　　　市　町　村　名 　　　　　周　　南　　市 類　型 ＊＊単位を指定したもの以外は、千円で表示＊＊

歳 入  性　　　質　　　別　　　歳　　　出

　 　　区　　　　分 決 算 額 構成比(％) 経常一般財源 構成比(％) 経 常 一

 地方税 27,736,947 34.2 26,632,963 69.7 　区　　　　分 決 算 額 構成比(％) 税　　等 般 財 源

 地方譲与税 674,479 0.8 674,479 1.8  人　件　費 10,932,160 14.2 9,931,986 9,762,066 25.6 

 利子割交付金 13,455 13,455  うち職員給 7,110,422 9.2 6,683,028 - -

 配当割交付金 124,422 0.2 124,422 0.3  扶　助　費 13,678,577 17.8 4,579,596 2,842,200 7.4 

 株式等譲渡所得割交付金 138,841 0.2 138,841 0.4  公　債　費 8,226,988 10.7 7,977,417 7,977,417 20.9 

 分離課税所得割交付金 内  元利償還金 8,226,988 10.7 7,977,417 7,977,417 20.9 

3,414,610 4.2 3,414,610 8.9 訳  一時借入金利子

 ゴルフ場利用税交付金 50,074 0.1 50,074 0.1 （義務的経費計） 32,837,725 42.7 22,488,999 20,581,683 53.9 

 特別地方消費税交付金  物　件　費 10,007,307 13.0 7,308,438 6,613,678 17.3 

 軽油取引税・自動車取得税交付金 5,038 5,038  維持補修費 589,649 0.8 488,797 478,610 1.3 

 自動車環境性能割交付金 63,361 0.1 63,361 0.2  補助費等 7,626,456 9.9 6,555,901 4,559,731 11.9 

 法人事業税交付金 358,447 0.4 358,447 0.9 1,599,329 2.1 1,510,752 1,473,711 3.9 

 地方特例交付金 154,298 0.2 154,298 0.4  繰　出　金 5,471,558 7.1 4,354,622 4,250,782 11.1 

 地方交付税 7,104,485 8.8 6,426,373 16.8  積　立　金 6,536,015 8.5 6,322,287 

 　　普通 6,426,373 7.9 6,426,373 16.8  投資及び出資金・貸付金 1,936,620 2.5 794,690 

 　　特別 678,112 0.8  前年度繰上充用金  経常一般財源計

 　　震災復興特別  投資的経費 11,880,244 15.5 1,392,872 

　　 （ 小  計 ） 39,838,457 49.2 38,056,361 99.6 うち人件費 367,047 0.5 355,806 

14,318 14,318  普通建設事業費 11,129,261 14.5 1,047,125  経常収支比率

 分担金・負担金 250,021 0.3  補助事業費 5,074,971 6.6 202,069    95.5％

 使用料 881,781 1.1 60,567 0.2  単独事業費 5,646,449 7.4 788,782 

 手数料 130,461 0.2  そ  の  他 407,841 0.5 56,274 

 国庫支出金 12,097,606 14.9  災害復旧事業費 750,983 1.0 345,747    94.7％

 失業対策事業費  税等総額

 都道府県支出金 4,480,395 5.5  歳　出　合　計 76,885,574 100.0 49,706,606 

 財産収入 390,270 0.5 56,419 0.1 

 寄附金 171,485 0.2 

 繰入金 7,169,187 8.8 

 繰越金 3,790,975 4.7 

 諸収入 6,658,033 8.2 8,958 

 地方債 5,175,900 6.4 

うち臨時財政対策債 313,000 0.4 

　　　歳　入　合　計 81,048,889 100.0 38,196,623 100.0 

市　　　　　町　　　　　村　　　　　税  　目　　　　的　　　　別　　　　歳　　　　出

決 算 額 構成比(％) 増減率(％) 基準*100/75
Ｋのうち普通 Ｋの充当

 個人均等割 242,772 0.9 △1.1 決算額Ｋ 構成比(％) 建設事業費 一般財源等

 市町村  所得割 7,840,567 28.3 2.7 372,840 0.5 371,907 

 民　税  法人均等割 492,609 1.8 △1.0 12,570,186 16.3 423,311 10,927,148 

 法人税割 2,119,750 7.6 △40.2 22,459,377 29.2 210,702 12,032,201 

 固定資産税 14,464,591 52.0 12.2 14,393,388 6,400,322 8.3 29,586 5,367,843 

14,365,778 51.8 12.4 67,736 0.1 52,742 

 軽自動車税 455,116 1.6 2.0 436,269 1,571,013 2.0 499,969 1,004,125 

 市町村たばこ税 1,012,258 3.6 △2.8 968,025 2,286,868 3.0 161,298 940,995 

 鉱　産　税 8,254,095 10.7 4,710,949 3,638,972 

 特別土地保有税 2,657,213 3.5 320,020 2,317,683 

 　小　　　　計 26,627,663 96.0 1.2 25,957,262 11,267,953 14.7 4,773,426 4,729,826 

 法定外普通税 750,983 1.0 345,747 

 旧法による税 8,226,988 10.7 7,977,417 

 目　的　税 1,109,284 4.0 2.0 

 入湯税 5,300 43.4 

内  事業所税

訳  都市計画税 1,103,984 4.0 1.9 

 水利地益税等

 　合　　　　計 27,736,947 100.0 1.3 25,957,262 　　　合　　　　計 76,885,574 100.0 11,129,261 49,706,606 

適　　用　　税　　率　　の　　状　　況 徴 　　　 区　　　分 現年課税分 滞納繰越分 合　　計

均等割 3,500円 50,000円 1.4% 収  　市　町　村　民　税 99.5% 24.9% 97.9% 

個人分 標準税率 3,000,000円 0.2% 率  　純 固 定 資 産 税 99.7% 18.7% 98.5% 

 民　税 適　　用 法人税割 8.4% (％)      市  税　合　計 99.6% 22.1% 98.3% 

 国有提供施設等助成交付金

うち減収補てん債特例分

 経常経費充当一般財源計

53,869,921千円

内
　
　
訳

38,196,623千円

  注）普通建設事業費の「その他」は、国直轄事業負担金及び県営事業負担金の合計である。

 交通安全特別対策交付金

 地方消費税交付金

農 林 水 産 業 費

603,676 

603,676 

特 別 区 調 整 納 付 金

Ⅲ－2

消 防 費

教 育 費

衛 生 費

労 働 費

36,484,484千円

議 会 費

総 務 費

民 生 費

減収補てん債及び臨時財
政対策債を経常一般財
源に加えた経常収支比率

 超過課税分
　　　区　　　　分

603,676 
2,297,320 

前 年 度 繰 上 充 用 金

7,862,260 

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

商 工 費

土 木 費

　 　　区　　　　分

法人分
所得割

 市町村

うち純固定資産税

経常収支比
率（％）

除く臨財債・減収
補てん債

一部事務組合負担金

純固定資産税

 都市計画税
均等割

H22

H27

R2


